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 特に注意する内容 留意点 

基
礎
編 

１ 虐待とは 
 
２ 虐待が及ぼす
子供への影響 

 
３ 学校、教職員
等の役割 

 
４ 教育委員会等
設置者の役割 

１ 虐待の種類（P1） 
 
 

・多くの事例はい

くつかの虐待が

複合 

３ 学校、教職員等の役割（P3） 
 ① 虐待の早期発見 

 ② 市町村（虐待対応担当課）や児童相談所への通告 

 ③ 虐待の予防・防止や虐待を受けた子供の保護・自立

支援に関し、関係機関への協力 

 ④ 虐待防止のための子供等への教育 

・学校は関係機関

の役割や専門性

を念頭に置いて

役割を果たす 

４ 教育委員会等設置者の役割（P4～P6） 
① 関係機関との連携の強化等のための体制整備 

② 研修の充実 

③ 相談体制の充実、広報・啓発活動 

④ 虐待予防等に関する調査研究、検証 

⑤ 虐待を受けた幼児児童生徒に対する必要な措置 

・当該事案のその

後の経過につい

て学校と共有 

・要保護児童対策

地域協議会への

参画や学校から

の相談に対応 

 特に注意する内容 留意点 

対
応
編
１ 

１ 通告までの流
れ 

 
２ 通告の判断に
当たって 

 
３ 通告の仕方 
 
性的虐待について 

１ 相談体制の充実（P7） 
  子供や保護者による早い段階からの SOSが未然防止、
早期発見、早期対応につながる 

・複数の相談窓口

を教室等に掲示 

・校内研修の充実 

１ チームとしての対応（P17） 
  管理職が前面に立った組織的対応、関係教職員による
チームとしての対応が大事 

・教員等は直ちに

管理職に相談・

報告 

１ 早期対応（P17） 
  「疑い」の段階からの早期対応、速やかな通告が重要 

・児童相談所等は

迅速な対応を求

めている 

２ 通告の判断のポイント（P21） 
① 確証がなくても通告すること 

② 虐待の有無を判断するのは児童相談所等の専門機関

であること 

③ 保護者との関係よりも子供の安全を優先すること 

④ 通告は守秘義務違反に当たらないこと 

・児童虐待防止法

の趣旨に基づく

通告であれば、

刑事上、民事上

の責任を問われ

ることは基本的

に想定されない 

 特に注意する内容 留意点 

対
応
編
２ 

１ 通告後の対応 
 
２ 要保護児童等
への対応 

１ 通告後の対応（P27） 
  児童相談所や市町村（虐待対応担当課）等から「安全確
認」や「情報収集」に係る個別の協力要請がくることもあ

り、学校として協力することが重要 

・普段と変わったこ

とがないか、注意

深く見守ってい

くとともに不自

然な点があれば

相談 

 特に注意する内容 留意点 

対
応
編
３ 

１ 虐待を受けた
子供への関わり 
２ 保護者への対
応 
３ 転校・進学時
の学校間の情報
の引継ぎ 

２ 保護者への対応（P34～P35） 
 ① チームで保護者の要求や相談の内容を共有 

② 「親権」を理由に保護者が威圧的、拒絶的な態度を

とる場合でも、学校は毅然とした対応をするととも

に、複数の教職員で対応 

③ 教職員、教育委員会等は通告したことや児童相談所

や市町村との連絡内容等を、その保護者に対してであ

っても漏らしてはいけない 

・児童相談所や市

町村（虐待対応

担当課）に虐待

に係る通告や相

談等を行う場合

は、守秘義務違

反に当たらない 

※本資料で記載しているページ数は手引きのページに対応しています。 
※本手引きは次のアドレスからダウンロードできます。http://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/seitoshidou/1416474.htm 

身体的虐待 性的虐待 ネグレクト 心理的虐待 


